
① 生  活  安全安心で豊かな暮らしのできる九州を実現する 

② 経  済  産業の域内循環を高め、一体的に発展する九州を実現する 

③ 国  際   東アジアの拠点として繁栄する自立経済圏九州を実現する 

④ 社会資本  効率的な社会資本整備により競争力のある九州を実現する 

⑤ 人  材  優秀な人材と国際人が育つ九州を実現する 

⑥ 環  境    自然と人・産業が生き生きと共存する緑豊かな九州を実現する 

⑦ 行  政  透明性の高い民主的で効率的な行政を行う九州を実現する 
 

① 地方分権を推進し、「九州のことは九州が決める」システムの構築 

② 東アジアの拠点として繁栄する「自立経済圏九州」実現のためのシステムの

構築 

③ 国と地方を通じた効率的な行財政システムの構築 

 
 

 

 

 

１ 今なぜ道州制が必要か（道州制の必要性）  

「地方分権を加速し、個性豊かで活力のある地域社会を実現するとともに、国と地方

を通じた効率的な行財政システムの構築」のための手法として、道州制の導入は必要。 

【道州制を目指す６つの理由】 

 

     

                                                                                                           

 

 

 

                                                                                                                              

 

２ 道州制によって目指す九州の姿 

（１）九州のポテンシャルを活かしパワーを発揮できる九州を目指す 

 「九州の産業集積」、「近隣アジアとの近接性」、「九州の持つ自然・文化資源」などの

ポテンシャルを最大限に活かす。 

また、道州制という制度を活かして、「九州が一体となった強力・効果的な施策の展

開」、「選択と集中による社会資本整備や産業政策の効率化」、「一体化による高次機能

の実現」、「自立的な政策の展開」、「国際交流の推進」を目指す。 

（２）７つの視点と３つの方策の構築 

道州制の究極の目的は「九州を活性化して人々の暮らしを豊かにすること」であり、

次の７つの視点に重点を置いて、その実現のために３つの方策に取り組む。 

【７つの視点】 

 

 

 

【７つの視点を実現するために必要な３つの方策】 

 

 
 
 

① 九州を活性化し、住民の暮らしを豊かにする 

 ② 中央集権システムを改革する 

 ③ 市町村制度と都道府県制度を改革する 

 ④ 国と県の二重行政を解消する 

 ⑤ 国と地方の危機的な財政状況を改善する 

 ⑥ 九州が一体となり東アジアの拠点として繁栄する 

九州地域戦略会議道州制検討委員会 

道州制のあり方に関する答申（平成 18 年 10 月 24 日）概要 
 

【検討テーマ】① 道州制の必要性         ② 九州の目指す姿 

       ③ いかにして道州制を実現するか  ④ 道州制導入に向けた課題 



（３）九州における道州制のイメージ 

九州内各地域の産業・文化等の特色を活かした多極型構造の地域づくりを目指し、

過度の一極集中を緩和して九州の一体的な発展を図る。 

区域については、７県をひとつの道州とし、沖縄県を単独州とすることが現実的と

考えるが、沖縄県自身の判断に委ねる。 

大都市（政令市、中核市、特例市）は一般の市町村より多くの責任を担っていくこ

とが期待されるが、一般の市町村と同様に道州に包括される基礎自治体として位置づ

けられるべきである。 

 

（４） 国、道州、市町村の役割分担 

   役割分担の検討は、自主財源確保の基礎となる極めて重要な事項であり、地方分権

改革推進法制定の動向などを踏まえながら、今後具体的な検討を行う必要がある。 

①市町村には都道府県の権限と財源を移譲し、福祉、医療、教育等住民サービスの

大部分を担う。 

②道州は市町村では対処できない広域的な役割を担う。 

③国は外交、防衛、通貨管理などを主として、国家の存立に関わる役割を担う。 

＊報告書には例を表示 

 

 

３ いかにして道州制を実現するか 

（１）道州制導入に向けた３つの仕組みづくり 

 

 

 

 

 

（２）国民的議論を喚起するための３つの方策 

 

 

 

 

 

 

４ 道州制導入に伴う課題 

ヒアリングでの道州制導入に伴う懸念として、「各地域のアイデンティティが消失す

る」、「九州全体が画一化する」、「道州内の地域間格差が拡大する」、「県単位で事業を展

開している企業の問題」などが示されたが、今後、道州制の意義などについて住民への

説明を行い、理解浸透に努めることが必要。 
 
 
 
 

①国、道州、市町村の役割分担の明確化 

②分担する役割に応じて地方自治体の自主財源を確保するための仕組

づくり 

③道州制を支える市町村の行政能力を強化するための仕組みづくり 

①国民の道州制に対する関心を高めること 

②全国のブロックで道州制議論を活発化させること 

③国会議員など政治家や政府に働きかけること 


